様式第2号の1
学則（事業概要）
	1　開講目的
	

	2　申請者の名称、所在地及び事業者番号
	名　　称： 

所 在 地：
事業者番号：（※事業者指定申請の際は不要）

	3　研修内容 
	基礎研修　・　実践研修

	4　研修の名称
	

	5　実施場所
（施設の名称及び所在地）
	講義： 
	（施設の名称）

	
	
	（施設の所在地）

	
	演習： 
	（施設の名称）

	
	
	（施設の所在地）

	
	
	

	6　研修実施期間
	　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	7　研修カリキュラム
	別紙「研修カリキュラム」のとおり

	8　講師氏名
	別紙「講師一覧表」のとおり

	9　使用テキスト
	テキストの名称：
出版社名等：

	10　添削指導、面接指導の体制、方法等（通信形式の場合のみ）
	

	11　研修修了の認定方法（通信添削課題の合格基準を含む。）
	修了評価方法・合格基準：
修了評価不合格時の取扱い：


	12　遅刻、早退及び欠席の取扱い
	

	13　補講の取扱い
	補講の実施の有無（　有　・　無　）
補講が可能な科目：
補講の上限：（　　　　）科目以内とする。
開講日から（　　　）か月以内に修了すること。
補講の方法：
補講に要する費用： 

	14　受講の取消し
	受講を取消す場合（要件）：
受講料等既に支払った費用の返金の有無：

	15　修了証書等の交付
	修了を認定した者には修了証書を交付する。

	16　受講資格及び定員
	受講資格：
定　　員：　　　　名

	17　受講手続
	申込み方法：
申込み先：
受講決定方法：
（応募者多数の場合の決定方法：　　　　　　　　　　　　）
受講資格の確認方法：

	18　受講料、演習費、実習費等及び支払方法
	円
（テキスト代、消費税含む。）
支払方法：

	19　受講者の個人情報の取扱い
	個人情報保護規程策定の有無（　有　・　無　）
なお、修了者は広島県に報告する修了者名簿に記載される。

	20　受講中の事故等の対応
	

	21　研修担当部署（担当者）及び連絡先（問合せ先）
	

	22　その他
	


【留意事項】
(1)　「2　事業者番号」は、広島県から事業者指定を受けた後に提出する学則について、県が定めた番号を記載すること。

(2)　「5　実施場所」は、講義室、演習室が所在する施設の名称及び住所を記載すること。

(3)　「7　研修カリキュラム」、「8　講師氏名」は、それぞれ様式第2号の2～4に記載して学則に添付し、様式第2号の1～4を学則一式として受講者に配付すること。

(4)　「9　使用テキスト」について、独自に作成したテキストを使用する場合はその旨を記載すること。

(5)　「13　補講の取扱い」について、補講も含めて研修期間の範囲内に修了すること。

(6)　「21　その他」は、1～20の内容以外に必要な事項がある場合に記載すること。
